
令和３年度 広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略 

外部評価会議 

次 第 

 

     日時 令和３年 10 月 14 日（木）10：00～ 

場所 ＺｏｏｍによるＷｅｂ開催 

 

 

１ 開  会 

 

２ 座長選任 

 

３ 議  事 

（１）広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略の実施状況（平成 27 年度～令和２年度）

について 

（２）地方創生関連交付金を活用した事業について 

 

４ 閉  会 

 

【配付資料】 

 資料１-１ 広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略実施状況報告書 

（平成 27 年度～令和２年度） 

 資料１-２ 広島県まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和３年度～令和７年度） 

（安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン アクションプラン 2021▷2025） 

 資料２   地方創生関連交付金活用事業について 
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令和２年度地方創生関連交付金活用事業について 

 

 

 

【地方創生推進交付金】（補助率１／２）  

№ 事 業 名 構成する県事業 指 標 頁 

1 

地域のスポーツ資源を活用

した「わがまちスポーツ」

の推進による地域活性化 

スポーツを活用した地域活性化推進事業 
達 成：１ 

未達成：１ 
2 

2 
プロフェッショナル人材 

マッチング支援事業 
プロフェッショナル人材マッチング支援事業 達 成：３ 4 

3 生産性向上支援事業 

① 創業・新事業展開等支援事業 

達 成：２ 

未達成：２ 
6 ② 企業連携型農業参入促進事業 

③ 経営力向上支援事業 

4 
持続可能な国際平和支援 

メカニズムの構築 
国際平和拠点ひろしま構想推進事業 

達 成：２ 

未達成：２ 
12 

5 
地域産業 AI/IoT 活用 

推進事業 
 地域産業 IoT 等活用推進事業 

達 成：1 

未達成：１ 

実績未確定：１ 

15 

 

【地方大学・地域産業創生交付金】（補助率１／２，２／３）  

№ 事 業 名 構成する県事業 指 標 頁 

6 

ひろしまものづくり 

デジタルイノベーション 

創出プログラム 

「ひろしまものづくりデジタルイノベーション」 

創出事業 
達成：３ 17 

資料 ２ 
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１ 地域のスポーツ資源を活用した「わがまちスポーツ」の推進による地域活性化 

【県事業】 スポーツを活用した地域活性化推進事業【地域】 

 

目的 

スポーツを核とした豊かな地域づくりに向け，スポーツを活用した地域活性化に取り組む。 

事 業 名 スポーツを活用した地域活性化推進事業 

 

対象者 

市町，スポーツ関係団体，県民等 

事業内容 

全体事業費決算額： 40,244 千円（うち地方創生推進交付金：8,324 千円） 

区    分 内    容 

わがまち💛スポーツの

推進 

○ 県内市町の実施するわがまち💛スポーツへの支援【新規】 

・ アドバイザリーボードによるノウハウ・人脈支援 

・ 県内市町の実施するスポーツを活用した地域活性化に係る取組の費用

の一部に対しての財政支援 

≪財政支援概要≫ 

  上限額：１市町あたり 5,000 千円 

  対象事業：スポーツを活用した地域活性化に資する事業 

  （ソフト事業及びソフト事業に付随するハード事業） 

  補助率：１/２ 

 

○ スポーツを活用した地域活性化の取組に向けた機運醸成【新規】 

・ スポーツ情報の一元化・戦略的情報発信 

 

○ スポーツアクティベーションひろしまの組織運営 

 

指標の推移 

 

指標 
目標 

（R4） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

スポーツにより

地域が活性化

していると思っ

ている人の割

合(％) 

５０％ 
３７% 

(R１) 

目標 
 

 ４３％ ４７％ 

実績   ３３.４％ 【R4.3判明】 

県と一体とな

って「わがまち

♡ スポーツ」に

取り組む市町

(市町) 

７市町 
０市町 

（R１） 

目標   ３市町 ５市町 

実績   ３市町 【R4.3判明】 

 

 

 

 

 

R2 設定 
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これまでの取組と今後の課題 

○ スポーツを活用した地域活性化の取組自体が，全国的にも緒についたばかりであり，県内市町に

おいても十分な知識やノウハウがない状況が見られるため，引き続き，ＳＡＨによる人的支援等を

進めていく必要がある。 

○ 県内には，全国トップリーグや地域において活躍している県内の様々なスポーツチームが数多く

存在しているが，一部のチーム以外は県民に広く浸透していない状況が引き続き見られる。 

 

令和３年度の取組方向 

○ モデル３市町における取組事例の紹介・共有等を通じて，県内市町のスポーツを活用した取組意

向がある市町を始め，事業化に向けて掘り起こしを行い，「わがまち💛スポーツ」のさらなる県内

展開に取り組む。 

○ 地域のスポーツ資源である県内スポーツチームを最大限活用し，県民の関心を高めるため，広島

横断型スポーツ応援コミュニティの構築に取り組む。 
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２ プロフェッショナル人材マッチング支援事業 
【県事業】 プロフェッショナル人材マッチング支援事業【商工】 

 

目的 

高度な技術・技能や経営感覚を持ったプロフェッショナル人材などイノベーションを生み出す多彩

な人材の育成と集積等を推進し，企業の新分野への展開や地域産業の活性化等を図る。 

 

事 業 名 プロフェッショナル人材マッチング支援事業 

 

対象者 

○ 県内に本社又は本店を有する中小・中堅企業等 

事業内容 

全体事業費決算額：98,679 千円（うち地方創生推進交付金：48,048 千円） 

区    分 内    容 

プロフェッショナル

人材マッチング支援

事業 

○ プロフェッショナル人材戦略拠点の運営 

 大都市圏等のプロフェッショナル人材と県内中小企業等をコーディネー

ト 

 ・県内の受入企業の掘り起し 

（地域金融機関や地元経済団体等と連携） 

 ・大都市圏等の人材の掘り起し 

（民間人材紹介会社等と連携） 

○ 人材受入コストの支援 

 ・対象費用：人材紹介会社へ支払う手数料の 1/2 を助成 

 ・1 件当たりの上限額 100 万円 

○ プロフェッショナル人材戦略拠点の機能強化【新規】 

 ・副業・兼業等多様な人材の活用を視野に入れたコンサルティング機能

の強化 
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指標の推移 

 

指標 
目標 

（R4 累計） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

地域企業に対

する副業・兼業

を含めた人材

マッチング件数 

４６５件 ２１３件 

目標 
（累計） 

 
２１３件 ２９７件 ３８１件 

実績 
（累計） 

 ２９１件 ４７５件 ― 

地域企業の経

営課題に関す

る相談件数 

2,080 件 1,000 件 

目標 
（累計） 

 1,000 件 1,360 件 1,720 件 

実績 
（累計） 

 1,403 件 1,976 件 ― 

プロフェッショ

ナル人材の正

規雇用人数 

1,002 人 ― 

目標 
（累計） 

３１７人 ４７７人 ６５７人 ８２７人 

実績 
（累計） 

４８８人 ６６４人 ９４７人 ― 

 

これまでの取組と今後の課題 

○ 地域金融機関など広島県プロフェッショナル人材戦略協議会構成団体等からの紹介や，信用調査

会社と連携して，売上高，従業員数等の指標に基づいた人材獲得可能性の高い企業への優先的な訪

問を実施することによる受入企業の掘り起こしと，本県企業の魅力的な求人情報の発信や，民間人

材紹介会社等との連携による大都市圏等の人材の掘り起こしを実施するとともに，経営者に対して，

経営課題や成長戦略等をヒアリングする中で，成功事例を示しながらプロフェッショナル人材活用

の重要性を説明し，経営者の意識向上を図り，目標を達成することができた。 

東京一極集中の解消に向け，地域に新たな雇用を生み出し，「ひと」と「しごと」の好循環を生

み出す取組として，引き続き，副業・兼業等を含めた最適な人材活用方法によるマッチングを支援

し，多様な就業形態によるプロフェッショナル人材の集積を図っていく必要がある。 

 

令和３年度の取組方向 

○ 地域金融機関や民間人材紹介会社等との連携を密にし，引き続き人材獲得ニーズの高い企業への

アプローチを続け，魅力ある求人ニーズを掘り起こすとともに，本県企業の魅力的な求人情報の発

信にも努め，大都市圏等の経験豊富で専門性の高い人材の還流を進めることを主眼としつつ，副業・

兼業など多様な人材の活用による企業の経営課題の解決に資する最適な外部人材の活用を支援する。 

新型コロナを契機に地方転職への関心が高まる中，大都市圏等の人材の地域への還流を促進して

いく。 

 

 

 

 

R

１

設

定 
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３ 生産性向上支援事業 
【県事業】 創業・新事業展開等支援事業【商工】 

         企業連携型農業参入促進事業【農林】 

         経営力向上支援事業【農林】 

   
目的 

【商工】 

県内産業の付加価値の拡大や競争力の強化を図るため，イノベーション力の強化に注力し，絶えず

新たなビジネスが創出される環境づくりとボリュームゾーンである中小企業の新事業展開や生産性

の向上を促進する。 

【農林】 

収益性の高い園芸品目について，大規模な参入意向のある県内食品関連企業等に対し，全国の先進

農業企業等との連携を支援することにより，農業参入決定までの期間の短縮を図り，県内農産物の

生産額の増加を加速させるとともに，経営力の高い担い手が生産の大部分を占める力強い生産構造

への転換を目指し，経営発展意欲が高い担い手に対し，生産性の向上を図るなど企業経営への転換

に向けた支援に取り組む。 

 

事業名 ①創業・新事業展開等支援事業 

 

対象者 

創業を希望する個人，県内企業等 

事業内容 

全体事業費決算額：241,974 千円（うち地方創生推進交付金：8,879 千円） 

区    分 内    容 

創業環境整備促進

事業 

○ オール広島創業支援ネットワーク強化 

 ・ネットワーク協議会による支援体制強化 

 ・「ひろしま創業サポートセンター」による創業支援，創業後の成長支援 

○ 潜在的創業希望者の拡大 

 ・女性向け伴走型創業支援（先輩女性創業者による個別相談） 

 ・創業スーパースターターズによる意識啓発 

 ・創業フェスティバル（知事表彰，イベント）開催による機運の醸成  

中小企業イノベーシ

ョン促進支援事業 

○ チーム型支援  

 ・専門家チームによる集中支援 

○ 中小企業技術・経営力評価支援 

 ・技術・経営力の評価書を発行し，経営課題の解決を支援 

○ サービス産業生産性向上支援 

 ・実践型現場改善ワークショップの開催 

 ・データ分析・活用支援 

 ・イノベーション創出スクールの実施 

中小・ベンチャー企

業チャレンジ応援事

業 

○ 成長が期待できる案件を発掘し，専門家等からなるサポート体制により

支援 

○ 新たなビジネスモデルによる具体的な取組に要する経費等を支援 

新たなビジネスモデ ○ 導入支援  
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ル構築支援（サービ

ス産業等） 

ＩＣＴツールの導入が遅れている県内中小企業者に対して，国のＩＴ導

入補助金を活用した非対面型ビジネスモデルへの転換を促進するための支

援 

・「新しい生活様式」に対応したビジネスモデルの提案 

・国のＩＴ導入補助金（コロナ対策特別枠 C 類型-2）の自己負担の一部を

補助（上乗せ補助） 

・ＩＣＴツール導入後の運用支援 
企業

補助率 補助額 補助率 補助額 負担率

コロナ特別枠（C類型-2） 3/4 30～450万円 1/12 3.3～50万円 1/6

区　分
国 県

 
○ 実装支援 

「新しい生活様式」に対応したＩＣＴを活用したビジネスモデルへの転

換を目指す県内中小企業を支援 

・実装するデジタルサービス，県内事業者の公募 

・県内事業者に対する実装費を補助 

 補助率：3/4，補助上限額：150 万円 

プッシュ型による新

事業展開支援 

○ 「新しい生活様式」に対応したビジネスモデルや新事業展開等を目指す

中小企業が，戦略策定や組織改革等を実施するためのプッシュ型支援 

・支援企業の発掘 

・企業訪問等による課題の明確化，支援内容の検討 

・民間コンサルタントによる伴走型支援の実施 

 

指標の推移 

 

指標 
目標 

（R2） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

クラウドサービ

ス等のＩＴ導

入事業者(サー

ビス業) 

９６０社 ― 

目標 
（累計） 

430 社 860 社 960 社 ― 

実績 
（累計） 

1,256 社 1,529 社 2,185 社 ― 

ワークショップ

での改善取組

企業数，事例発

表会等による

波及企業数(サ

ービス業) 

１７０件 ― 

目標 
（累計） 

30 社 60 社 170 社 ― 

実績 
（累計） 

21 社 50 社 100 社 ― 

生産性向上に

資する付加価

値の高いサー

ビスの創出等

のプロジェクト

件数 

１２件 ― 

目標 
（累計） 

５社 １０社 １２件 ― 

実績 
（累計） 

５社 １０社 １３件 ― 
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これまでの取組と今後の課題 

○ 革新的なサービスの創出等のイノベーションを創出する職場環境づくりのために必要な知識や技

法を学ぶスクールに参加した企業の中には，経営者等のノウハウの蓄積や意識が高まりとともに，

現場から具体的なアイデアが出やすくなるなど，継続的に取り組みやすい職場環境づくりが拡大す

るなどの効果が表れている一方で，取組の効果が自社に限定されている事例も存在する。そのため，

生産性をより向上させ，さらにはイノベーションを創出させるには，個社が知見やスキルを修得す

るだけでなく，業種・会社の垣根を越えてチーム力を活用して生産性向上への具体的な課題解決等

に取り組める環境の整備が必要である。 

○ また，県内中小企業において，業務効率の改善や IT 導入など，生産性向上に向けた取組は徐々

に進みつつあるものの，現場改善の取組の県全体への波及や，IT 化によって収集・蓄積されたデ

ータの有効活用といった課題を解決するため，革新的な業務改善の視点を持って，イノベーション

の創出に向けた取組を行っていく必要がある。 

 

令和３年度の取組方向 

〇 令和３年度より，創業に関する指標が，開業率から地域未来牽引企業および事業承継となった。

ひろしま創業サポートセンターを中心に，県内創業支援の目標 300 件以上の水準を維持し，地域未

来牽引企業となり得る県内企業の母数の拡大を図る。 

○ イノベーションを創出する職場環境づくりのために必要な知識や技法を学ぶ，イノベーション創

出スクールに参加した企業が，習得したスキルやノウハウを活用して付加価値の向上を図るととも

に，業種・会社の垣根を越えてチーム力を活用して生産性向上への具体的な課題解決等に取り組め

るよう，専門家と企業が一同に会する場の提供等の環境整備を支援する。 

○ また，現場改善ワークショップを民間主体で実施し，業務効率の改善の動きを県全体へ波及させ

るとともに，収集・蓄積されたデータ等を活用した取組を支援するなど，生産性の向上を図ってい

く。 

○ さらに，「新しい生活様式」に対応した新たなビジネスモデルの展開と，県内企業の事業継続に

向けた新事業展開や業態の抜本的転換を後押しする。 
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事業名 ②企業連携型農業参入促進事業 

 

対象者 

県内食品関連企業 等 

事業内容 

全体事業費決算額：22,242 千円（うち地方創生推進交付金：10,829 千円） 

区    分 内    容 

企業連携型農業参

入促進事業 

○ 大規模な農業参入意向のある県内食品関連企業等への参入支援 

【事業内容】 

・ 県内食品関連企業等：参入意向確認，先進農業経営モデルの提案 

・ 全国の先進農業企業等：連携ニーズの確認，経営状況調査，栽培技術

の本県での適用可能性確認 

・ 県内企業と先進農業企業等との多様な連携に向けた提案及び調整 

【実施主体】県 

 

指標の推移 

 

指標 
目標 

（R4） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

営農開始する

農業参入企業

数 

３件 ― 

目標 
（累計） 

０件 ０件 ３件 ― 

実績 
（累計） 

０件 １件 １件 ― 

 

これまでの取組と今後の課題 

○ 農業参入を働きかけた県内食品関連企業 52 社のうち，参入の意向を示した企業は 13 社であった

が，事業構想の構築に着手したのは４社となった。事業構想の構築に至らなかった 48 社に対して

ヒアリングを行ったところ，参入を断念した理由として，農業参入が他産業と比較して投資回収に

要する期間が長いことや，農地確保などに多くの時間を要すること，新型コロナの影響により景気

の先行きが不透明となっていることなどが挙がった。 

 

令和３年度の取組方向 

○ 事業構想の構築に着手している４社に対し，農地の確保や先進農業企業等との多様な連携に向け，

提案や支援を行うとともに，具体的な事業計画の作成を支援する。 

○ 農業生産及び販売について実績のある全国の先進農業企業に対し，誘致が可能な農地，気象条件，

交通アクセスなど，本県への参入を検討するために必要な情報を提供し，参入を働きかける。 
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事業名 ③経営力向上支援事業 

 

対象者 

経営発展及び企業経営を目指す経営体 

事業内容 

全体事業費決算額：71,842 千円（うち地方創生推進交付金：5,971 千円） 

区    分 内    容 

企業経営化支援 

○ 企業経営実践支援 

・ 人材育成，予算・実績管理など重点課題の解決に向け専門家等を派遣 

○ 先進経営体研修 

・ 企業等が実践しているマネジメント手法を学ぶ研修を実施 

アグリ・フードマネ

ジメント講座 

○ 農業ＭＢＡスクール 

・ 県立広島大学と連携し，イノベーションを生み出すための経営戦略を

考える講座を実施 

ひろしま農業経営者

学校 

【一部新規】 

○ 経営者意識の醸成，経営スキルの向上 

・ 経営初期の農業者の発展意欲を醸成するための講座を実施 

・ 経営の発展段階に応じ，経営管理の知識を習得する講座を実施 

高度技術導入モデ

ル実証 

【一部新規】 

○ 高度技術を用いたモデル経営の確立【一部新規】 

・ レモン，きゅうりの環境制御技術の実証に必要な機器の導入 

○ 環境制御技術の高度化支援 

・ 環境制御技術を導入している経営体へ専門家を派遣 

水田活用によるレモ

ン栽培実証 

【新規】 

○ 沿岸部の水田を活用したレモン栽培の実証 

・ 実証に必要な排水対策・寒波対策の機器等の導入，栽培適地のマッピ

ング 

 

指標の推移 

 

指標 
目標 

（R4） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

営農開始する

農業参入企業

数【再掲】 

３件 ― 

目標 
（累計） 

０件 ０件 ３件 ― 

実績 
（累計） 

０件 １件 １件 ― 

 

これまでの取組と今後の課題 

○ 企業経営化支援については，先進経営体における現地研修を行うとともに，企業経営に精通した

コンサルタントを派遣し，経営者の課題やビジョンの深掘り，従業員へのヒアリング，財務状況や

生産管理データの分析などのマネジメント手法について研修を行うことにより，経営体における企

業経営への発展意識が高まり，自身の経営に応じた人材育成や財務管理の仕組みの導入に至ったが，

導入後の管理・運用が十分に機能していない。 
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○ アグリ・フードマネジメント講座については，農業経営者や企業経営者等のゲスト講師による実

例等を基に経営戦略を考える講座を 10 日間にわたり実施し，経営拡大を志向する農業者や食品関

連事業者など，年間 20 経営体の目標に対し 15 経営体の受講があった。  

○ ひろしま農業経営者学校については，産地の家族経営体（Ⅰ層）を対象に，発展意欲の醸成と経

営ビジョンの策定を行う経営発展チャレンジコース・実践コース（以下「チャレンジ・実践コース」

という。）を開設し，いずれのコースも定員を超える受講があった。しかし，開設箇所が限られて

おり，依然として多くの産地では経営について学ぶ機会が不足している。 

○ 高度技術導入モデル実証については，令和元年度から開始しているトマトに加え，きゅうり，レ

モンついて，環境制御技術の現地実証を行い，令和２年度の目標単収（単位面積当たりの収量）を

達成したが，最終的な目標単収の達成に向け，さらなる栽培管理等の技術改善に取り組む必要があ

る。 

○ 水田活用によるレモン栽培実証については，排水対策や寒波対策の実施により，島しょ部以外の

沿岸地域においても寒害を受けることなく露地栽培が可能であることを確認した。また，栽培適地

の探索のため，沿岸部の気象を観測し，栽培候補地のマッピングを行った。 

 

 

令和３年度の取組方向 

○ 企業経営への発展意欲が高い，常時雇用者を受け入れている経営体（Ⅲ層）を中心に，先進経営

体における現地研修や企業経営に精通したコンサルタントの派遣を引き続き実施し，経営発展に必

要な人材育成や財務管理の仕組みづくりを支援する。また，その仕組みが継続的に管理・運用でき

るよう，運用状況を確認しフォローアップを行う。 

○ アグリ・フードマネジメント講座については，グループワーク等，より実践的に事業戦略を考え

る内容の研修を充実させるとともに，プレ講座の実施等により経営体の受講意欲を喚起し，さらな

る受講者の確保を図る。 

○ ひろしま農業経営者学校については，チャレンジ・実践コースの開催地や受講者数を増やすこと

により，より多くのⅠ層経営体に対し受講の機会を設け，発展意欲の醸成とⅢ層への発展を推進す

る。 

○ 高度技術導入モデル実証については，日照や気温に応じた施設内の環境制御や栽培管理の改善な

ど，引き続き単収向上に向けた技術改善に取り組む。 

○ 水田活用によるレモン栽培実証については，排水対策や寒波対策の経費を踏まえ，収益が見込め

る栽培適地の絞り込みと経営モデルの策定について検討を行う。 



  

- 12 - 
 

 

４ 持続可能な国際平和支援メカニズムの構築 

【県事業】国際平和拠点ひろしま構想推進事業 

 

目的 

世界中のリーダーや研究者，NGO など，幅広い人材や情報・知識，資金などの資源を広島に集め，

結びつけ，つなぐことにより，核兵器廃絶や復興・平和構築などの分野の研究や活動が活発に展開さ

れる「国際平和拠点ひろしま」を実現することを通じて，平和で安定した国際社会の実現に貢献する。 

 

事業名 国際平和拠点ひろしま構想推進事業 

 

対象者 

各国政府，県民，大学，NGO，財団，国連等の国際機関等 

事業内容 

全体事業費決算額：67,889 千円（うち地方創生推進交付金：29,591 千円） 

区 分 内    容 

核兵器廃絶 

ひろしまラウンド

テーブル開催事業 
北東アジアの核軍縮に焦点を当てた円卓会議の広島開催 

ひろしまレポート

作成事業 
各国の核軍縮・不拡散の取組状況を調査・研究し，取りまとめ 

復興・ 

平和構築 

平和構築人材育成

強化事業 

高校生を対象にした国際平和貢献人材育成プログラム「グロー

バル未来塾 in ひろしま」の実施 

持続可能な

平和支援メ

カニズム構

築 

拠点構想推進事業 

国際平和拠点ひろしま構想推進委員会の開催等 

NPT 運用検討会議への参加（シンポジウムの開催，メッセージ発

信）等 

研究拠点形成推進

事業 

海外研究機関との共同研究の実施やその充実のための核軍縮研

究国際ネットワーク会議の開催 

被爆・終戦

75 周年記念

事業 

賛同者拡大 

2020 世界平和経済人会議ひろしまの開催【新規】 

国際会議の広島開催支援【新規】 

核兵器と安全保障を学ぶ広島－ICAN アカデミーの開催 

賛同者の飛躍的拡大を目指したウェブサイトのコンテンツ充実

と効果的なプロモーションの実施【一部新規】 

ひろしまジュニア国際フォーラム等を活用した平和を学ぶ機会

の提供【新規】 
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指標の推移 

 

指標 
目標 

（R2） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

SDGｓビジネ

ス孵化支援助

成件数 

100 件 － 

目標 
(累計) 

0 件 30 件 100 件 － 

実績 
(累計) 

26 件 55 件 66 件 － 

県及び県の関

係機関で平和

を学ぶ人数 

39,170 人 
11,230 人 
（H29） 

目標 
(累計) 

12,230 

人 

29,213 

人 
39,170 人 － 

実績 
(累計) 

18,570 

人 

28,585 

人 
50,650 人 － 

県内留学生数 
5,000 人 

(R1) 
3,014 人 
（H25） 

目標 4,500 人 5,000 人 5,500 人 － 

実績 5,140 人 4,979 人 4,489 人 － 

環境浄化分野

の売上高 

1,500 億

円 

1,098 

億円 
（H25） 

目標 
1,329 

億円 

1,418 

億円 
1,500 億円 － 

実績 
1,546 

億円 

1,637 

億円 
1,724 億円 － 

 

これまでの取組と今後の課題 

○ 令和２年度は被爆 75 年の節目の年にあたり，核兵器廃絶に向けた機運を高め，賛同者の更なる

拡大を図るため，オバマ元米国大統領やローマ教皇を始め，核兵器廃絶に積極的に取り組んでい

る世界的な著名人から寄せられた今後の広島へのメッセージを，国際平和拠点ひろしまウェブサ

イトにおいて発信し，月間閲覧数は約 100 万ＰＶを獲得した。 

○ また，「核兵器と安全保障を学ぶ広島-ＩＣＡＮアカデミー」等による人材育成，ウェ]ブサイト

を活用した会員獲得やオンライン学習講座英語版の開設，県内外でのパネル展などに取り組んだ

ほか，国連と連携した国際平和のための対話イベント「ＵＮ75 in Hiroshima」や，ビジネスと平

和構築のあり方との関係を多面的に議論する「2020 世界平和経済人会議ひろしま」を開催し，核

兵器廃絶に向けた機運醸成を図った。 

○ 一方，世界的な新型コロナの影響により，ひろしまラウンドテーブルの開催中止により議長声明

が作成できなかったほか，ＮＰＴ運用検討会議が延期となり，メッセージを発信する機会が失わ

れた。 

○ 次年度以降も継続して参加者を増加させていくためには，平和のメッセージを世界へ発信し，平

和な世界の実現に向けた活動を実施していく担い手の育成や，より多様な主体との連携が不可欠

である。 

○ こうした中，被爆 75 年を契機に，核兵器のない平和な世界の実現に向けた取組を強化する新た

な提案である「ひろしまイニシアティブ」の策定を進め，令和３年３月にこの骨子を発表し，そ

の推進組織となる「へいわ創造機構ひろしま（略称ＨＯＰｅ）」を令和３年４月１日に設立した。 



  

- 14 - 
 

 

令和３年度の取組方向 

○ ｢ひろしまイニシアティブ｣を推進するため，新たな安全保障政策に関する研究機能，核兵器廃絶

と国際平和の実現に貢献する人材育成機能，賛同者拡大のための情報発信機能等を充実させ，様々

な主体とのネットワークを構築しながら国際社会への働きかけを強化していく。 

○ このため，核軍縮研究国際ネットワーク会議での研究・議論を深化させるとともに，ＮＰＴ運用

検討会議での国連や各国政府関係者への働きかけ，国際平和のための対話イベントの開催などによ

り，各国の賛同を得るための働きかけを行う。 

○ また，国内外から平和の取組への賛同者を確保するため，オンラインで開催されるものを含め，

様々な国際会議などの機会を捉え，多様な団体へのアプローチを行う。 

○ ひろしまラウンドテーブルについてもオンラインで開催し，議長声明の作成・発信を行うことと

し，核兵器廃絶のメッセージを発信していく。 

○ その他，引き続き，「核兵器と安全保障を学ぶ広島-ＩＣＡＮアカデミー」や「グローバル未来

塾 in ひろしま」の開催など，人材育成に取り組むほか，世界平和経済人会議の開催やウェブサイ

トを通じた賛同者の拡大を推進していく。 
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５ 地域産業 AI/IoT 活用推進事業 

【県事業】 地域産業 IoT 等活用推進事業 

     
目的 

AI/IoT 等の新しいデジタル技術の活用による課題解決に向けた実証実験を県内外の民間企業等と

の共創により，広島発の新たなソリューションの創出を目指すとともに，ひろしまサンドボックス推

進協議会の機能を強化することにより，AI/IoT の人材育成・集積を図る。 

 

事業名 地域産業 IoT 等活用推進事業 

 
 
対象者 

県内外の企業・大学・自治体等 

事業内容 

全体事業費決算額：562,929 千円 （うち地方創生推進交付金：100,000 千円） 

区    分 内    容 

実証プラットフォー

ムによる新たなソリ

ューションの創出 

県内外の企業・大学・自治体等，様々なプレイヤーの参画により，AI/IoT
を活用した実証実験を行い，県内へのノウハウや知見の蓄積を図るとともに，
行政課題や地域課題に対する新しいソリューションを創出する。 
<事業費> 4.1 億円（９プロジェクト） 
<事務費> 5,092 万円（プロジェクト管理等） 

３密対策等が必須となった社会環境変化を踏まえ，オンライン化などの新し
い生活様式に適応したソリューションの提案を全国から募集し，県内外のプ
レイヤーの共創により，プロトタイプの開発から県内フィールドでの実証を
支援（D-EGGS PROJECT）【新規】 

ひろし

まサン

ドボッ

クス推

進協議

会の機

能強化 

育成 

支援 
専門家等によるセミナーの開催 

実証 

支援 

県内外の大学・研究機関とのマッチングや通信事業者との連携による実証実

験の実施支援 

事業化 

支援 
首都圏スタートアップ企業等とのマッチングによる事業化の支援 

情報 

発信 
メディアプロモーション等 

ＡＩ人材育成 大学生や高専生等を主な対象とした人材育成プログラムの実施【新規】 
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指標の推移 

 

指標 
目標 

（R2） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

実証実験参加

者数 
330 者 

53 者 

（H30） 

目標 
（累計） 

 
75 者 330 者 ― 

実績 
（累計） 

 136 者 189 者 ― 

協議会会員数 1,800 者 
643 者 

（H30） 

目標 
（累計） 

 1,000 者 1,800 者 ― 

実績 
（累計） 

 1,031 者 1,884 者 ― 

一人あたり付

加価値額 
493 万円 

499 万円 

（H28） 

目標  493 万円 493 万円 ― 

実績  499 万円 【R4.9判明】 ― 

 

これまでの取組と今後の課題 

○ ひろしまサンドボックスにおける数々の取組において得られたデータや，技術実証に成功したア

プリケーションのプロトタイプについては，実際に運用が見込める状況となっているが，新たなサ

ービスやビジネスモデルの創出につなげるためには，サービスイン（実装・検証）に向けた支援が

必要である。 

○ ひろしまサンドボックス推進協議会には，県内外から多様な人材や企業が集積し，広島県をフィ

ールドとした様々なチャレンジが活発化しているが，未だチャレンジできていない会員も３割程度

となっていることから，協議会の更なる活性化に向けた取組が必要である。 

○ ひろしまサンドボックスの各種プロジェクトやサポートメニューに採択できなかったプレイヤー

など，ひろしまサンドボックス推進協議会会員をつなぎとめるため，引き続き，チャレンジが継続

可能となるような支援が必要である。 

 

令和３年度の取組方向 

○ ひろしまサンドボックス D-EGGS PROJECT をはじめとする各実証プロジェクトの採択案件におい

て，本格的な実用化や収益を確保できるビジネスモデルを展開できるよう，実装検証や事業化に向

けた支援を実施する。 

○ ひろしまサンドボックス推進協議会の活性化を図るため，会員のニーズに応じた各種サポートメ

ニュー（先端技術支援，マッチング支援，オンラインコンテンツ）を提供するとともに，これらの

取組を広く発信し共有するためのプロモーション等を実施する。 

○ ひろしまサンドボックス推進協議会の会員が，引き続き，広島において実証検証や事業化に向け

たチャレンジを継続できるよう，資金調達をはじめとした協議会機能の強化を図り，実証から実装

を見据えた支援の仕組みを構築する。 

 

R
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設
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６ ひろしまものづくり 

デジタルイノベーション創出プログラム 

【県事業】「ひろしまものづくりデジタルイノベーション」創出事業（商工） 

※地方大学・地域産業創生交付金事業 
    
目的 

産学官の連携の下，大学での先端的な研究及び高度専門人材の育成と地域の中核的な産業を結びつ

けることで，地域産業の更なる振興と人材の育成及び集積の好循環を起こし，地域活力の向上と持続

的な発展を図る。 

 

事業名 「ひろしまものづくりデジタルイノベーション」創出事業 

 

対象者 

広島大学を中心とする県内大学等，産業界（人材育成の対象となる学生・社会人を含む。） 

事業内容 

全体事業費決算額：653,351 千円  うち地方創生推進交付金：231,590 千円 

                   地方大学・地域産業創生交付金：193,504 円 

区    分 内    容 

①先端研究への支援 

（国 2/3） 

○ 「広島大学デジタルものづくり教育研究センター」を中心とした，

産学の連携による先端研究への支援                      

○ 海外機関との共同研究等に係る提携支援 

②実証環境の整備 

（国 1/2） 

○ 開発した材料やシステムを実証・試作する環境（テストベッド）の

整備 

・実証機器整備への支援  

③人材育成 

（国 1/2） 

○ 広島大学，県立広島大学，広島市立大学等と連携した高度専門人材

の育成 

・データサイエンス等に係る実践的な社会人向け教育プログラムのカ

リキュラム策定，実施 

○ 研究活動を通じた，学生等の問題解決型学習の実施 

④会議体の運営 

（国 1/2） 

○ 事業管理のための会議体運営 

主宰者：広島県知事 

事業責任者：マツダ㈱ 

⑤その他事務経費 

（県 10/10） 
○ 旅費等の共通経費 
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指標の推移 

 

指標 
目標 

（R9） 
当初値 

年度 

目標 
H30 R1 R2 R3 

モデルベース

開発等の導入

企業数 
90 社 ― 

目標  10 社 20 社 
〔R9:90 社〕 

― 

実績  12 社 21 社 ― 

研究プロジェ

クトへの参画

者数 
180 人 ― 

目標  20 人 
80 人 

〔R9：180 人〕 
― 

実績  346 人 549 人 ― 

エクステンシ

ョン・ 

プログラムの 

受講者数 

72 人 ― 

目標 
 

27 人 
36 人 

〔R9：72 人〕 
― 

実績  30 人 63 人 ― 

 

これまでの取組と今後の課題 

○ 産学の創発的研究の拠点となる「広島大学デジタルものづくり教育研究センター」の研究環境整

備のため，県施設「ひろしま産学共同研究拠点」の改修や基盤的研究機器の導入を行った。また同

時に 3 つの研究コンソーシアムへの参画企業の掘り起こしを行い、現在目標を大きく上回る延べ

55 社 549 人の研究者・技術者が活動しており、その中から 21 社がモデルベース開発等の導入に至

った。 

○ デジタルイノベーションを担う人材の育成・確保を推進するため，新たに設置した「広島大学

AI・データイノベーション教育研究センター」を通じて開催した社会人向けカリキュラムが好評で

目標を大きく上回る 63 人の人材を育成した。 

 

令和３年度の取組方向 

○ 開発技術の社会実装に向けた実証・トライアル・人材育成の場として「テストベッド」を建設中

であり，産学官で連携して研究成果を地域企業等へ還元するための取組を令和４年度中に検討し，

令和５年度から地域主体で実施する。 

○ 地域内企業の課題やニーズを反映させた研修カリキュラムにより，参画者数，受講者数を底上げ

すると共に，テストベッドの設備ついては，公設試との連携等，研究成果の社会実装に向けて高度

かつ効果的な活用ができるように環境を整備する。 

 

 

 

 

 

 

R1 
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